
市民団体と原子力機構との質疑
　　　　　　　　　提出団体：放射能のゴミはいらない！市民ネット・岐阜
提出：2010年7月1日 　　　参加：岐阜2名、土岐2名、中津川2名、瑞浪1名
　 瑞浪国際地科学交流館   　原子力機構：地層処分研究開発部門3名、東濃地科学センター

施設建設課1名、地域交流課3名
質疑を踏まえ、回答は7月23日までに文書回答するよう求めています。

以下、枠内は質問です。

	１．東濃地科学センターが行っている「広域地下水流動研究」と「地質環境の長期安定性に関する研究」について
Ａ「広域地下水流動研究」について
　①ボーリングなどの主な作業は終了したとして、ほとんど触れていません。しかしボーリング掘削は広範囲で多数行われ、データ取得は今後も続く可能性があります。この調査結果を土台にして研究所が建設され、研究所と密接不可分な関係にあります。研究所及び東濃地科学センターの事業説明には調査目的、調査範囲ならびに調査内容などを具体的に毎年度の事業説明及び事業報告に記載して、説明する責任があると考えますが、いかがですか。
　②調査目的、調査範囲、調査内容（機器の設置等を含む）及び埋め戻したものについてはその時期などを、調査開始以降、年度ごとに具体的に示してください。


・市民：研究所の事業説明に「広域地下水流動研究」の範囲が入っていないがなぜか？
　・機構：入っていないのは研究所に限定した説明資料だから。
　・市民：東濃地科学センターのパンフレットには平成４年から広域地下水流動研究開始とある。広域地下水流動研究は研究所に絡んだ研究であり、穴を掘る場所に絡んだ広域地下水流動研究であると説明してきた。研究所と別の物ではない。その説明がなくなっている。
　・市民：東濃地科学センターウェブの広域地下水流動研究についての説明や、「平成16年度地層処分技術に関する研究開発報告会」資料にあるように、リージョナルスケール、ローカルスケール、サイトスケールがあり、ブロックスケールが研究所に相当する。広範囲から絞り込んできて研究所がある。ブロックスケールと研究所だけ取り出して説明するのは不十分。百歩譲ったとしても、東濃地科学センターの事業説明には具体的な調査地域を地図に落とした範囲の明記があって当然だ。
　・市民：研究所建設前に、周辺の井戸の調査もやっている。そのデータを（地域の説明会で）求めたが出されなかった。研究所の穴の部分だけでなく、面で示すべきだ。施設のあるエリアだけではだめ。意図的に狭くしているように見える。
　・機構：事業説明では大事な所だけしか出していない。毎年（成果）報告書を出しているので、隠しているわけではない。
　・市民：（成果）報告書を見れば良いという問題ではない。自治体や周辺住民に分かりやすく説明するために作られたのが事業説明であろう。毎年報告書を公開しているからそれを見てくださいという問題ではない。
　・市民：面として地図の上に広域地下水流動研究の範囲を示してほしいということだ。毎年同じものでかまわない。
　・機構：10㌔四方の地図でいいのか。
　・市民：10㌔四方プラス広域地下水流動研究の範囲だ。
　・機構：過去の全部の経過を載せるのか。
　・機構：絞り込んだと言われるのは困る。移転したから。データの解析までは付けられない。
　機構：事業説明に入れるかどうか、検討する。
　・市民：10㌔四方のボーリングで埋め戻したり、地震測定の機器を入れている所もある。どうなっているか分かるように示すべきだ。

	Ｂ「地質環境の長期安定性に関する研究」について
　①岐阜県内における調査目的、具体的な調査範囲、調査内容を事業説明ならびに事業報告に記載して、説明する責任があると考えますが、いかがですか。
　②岐阜県内における調査目的、具体的地域、調査内容について、調査開始以降、年度ごとに具体的に示してください。


・市民：事業説明や報告では、断層名、地域名の概略しか分からない。しかし機構が岐阜県に提出した資料では、県内広く調査し、地域が地図で示されている。特に「平成20年度現地調査について」の地形変化に関する調査の図が分かりやすかった。岐阜県内広く調査していることが分かるように、地図で示すべきだ。
　・機構：岐阜県だけを調査しているわけではない。岐阜県は比較的少ない。事業報告の出し方はどういうレベルで出すかだ。
　・市民：他県との比較ではない。岐阜県内の調査内容や地域を示すのは、研究所があるからだ。
  だから、岐阜県内の調査範囲を、分かりやすく「平成20年度現地調査について」のように示して説明すべきだ。
　・機構：広域地下水流動研究と同じで、（年度毎の成果）報告書を出しているので、それを見て欲しい。
　・市民：市民や住民の理解を得たいなら、自分たちの調査が一目で分かるように示すことが当然だ。報告書を見ろというのは間違いだ。　
　・機構：機構は最低限で、分かりやすい情報を出している。今のがわかりにくいというなら、検討するということだ。
　・市民：岐阜県は研究所がある所だから、心配なのだ。
　・機構：なぜ、岐阜県だけなのか。地層科学研究をしているだけだ。
　・市民：機構は研究をしているだけだが、NUMOがそのデータを使うことができる。
　・機構：公表したら、使うことができる。
　・市民：NUMOが使うことができるデータだ。
　・市民：研究所がある地域だから、我々の地域がどういう調査がされているか知りたいと思うのは当然だ。
　・市民：2006年機構が原子力安全・保安院の委託を受けて、安全規制のための調査として千葉県、福島県矢祭町、岩手県遠野市で調査（ボーリング調査を含む地上物理探査）を予定していた。しかし遠野市も市民も拒否した。岩手県の拒否に同意した。高レベル放射性廃棄物に関わる調査が許せなかったからだ。それほど深刻な問題なのだ。
　・機構：原子力安全・保安院だったかどうかは分からないが、安全規制のための調査が理解されなかった。遠野では問題になって調査を止めたと思う。
　・市民：岐阜県は研究所があるからこそ、県内で広く行われている調査を、県民は知る権利がある。詳細な報告書などを求めているのではない。誰が見ても分かるように、地図に示すことを求めている。
　・市民：岐阜県が説明するよう求めたら、入れるのか。
　・機構：どうかな。やるときには県に説明しに行く。
　・市民：県に説明、自治体、地権者に説明だけでは県民には住民には伝わらない。地図の上に調査地域と内容を分かりやすく示すべきだ。

	２．研究所の研究期間について
  研究期間は1995年8月の研究所計画発表当時から約20年と公表してきました。
　①開始時期と開始時とした理由を明らかにしてください。
　研究所発表時のプレス文には第一段階が平成7年度から開始されることになっています。「超深地層研究所計画（地層科学研究編）」も、平成7年12月と明記しています。しかし東濃地科学センターのパンフレット「地層を科学する」（平成11年12月版）には開始時期の記載はなく、平成16年4月版（この間のパンフレットを所持していない）に平成8（1996）年に研究所計画開始とあり、その後同じ記述になっています。
　②終了時期を明らかにしてください。
　③終了の規定を明らかにしてください。
　④終了の決定、またはその判断は、原子力機構以外にどこが関わりますか。現時点で関わることが明らかになっている機関の全てを記してください。
　⑤終了の決定に関わる機関の判断によって、終了の時期が変わる可能性の有無について答えてください。


・市民：研究所の研究期間は？いつまでに終わるのか？（p.3研究所の年次計画表参照）
　・機構：①の開始の時期については、私たちは平成8年と言っている。
　・市民：平成7年の8月の研究所計画発表時のプレス文には第一段階は平成7年からと書いている。
　・機構：平成7年か8年かは調べないと分からない。
　・市民：幌延は平成12年の途中から開始と機構の文書に明記している。瑞浪がなぜ平成8年から開始なのか、理由を示すように。
　・市民：研究終了期間はいつか？
　・機構：平成8年から20年間という説明をしているが、独立行政法人（補足：この法人は5年間の中期計画のみに責任を持つ）になり、第2中期計画ができた。その後のことは決まっていないとは言わない。5年の計画を作り、維持している。（研究期間が）何年までとは言えない。次期中期計画の所で、何年に何をやると言うことが決まってくるので、その時には、ご説明と言うことになる。
　・市民：20年と言っていたことは、嘘だったのか。
　・市民：20年という約束を守れるのか。
　・機構：それはその時、しかるべき時に、ご説明させていただく。
　・市民：5年後にちょうど20年の平成27年になる。計画段階の20年が終わる。それなのに、次の中期計画に移る時に「ご説明する」とは、研究期間が延びるということだ。
　・機構：延びるか延びないかは、それは処分・・・・・・・
　・市民：技術的に自分たちのスケジュールでは決められないのか。
　・機構：研究所は処分事業の計画の進展とか、規制機関のニーズを踏まえて、研究を作っていく。今の中期計画はそれに則って作った。それ以降については答えられない。
　・市民：20年ということと違ったのか。
　・機構：違ってしまったということ。その時になったら、違っちゃったと。平成27年と言っているが、しかるべき時にご説明に行く。　
　・市民：研究所は研究機関として自立した計画だった。ここに来てはっきりいえないというのか。状況が変わったり、別の要因があるということか。　
　・機構：排水処理の問題もあった、処分事業の計画変更があった。総合的に判断する。
　・市民：処分事業の計画変更とはどういうことか。
　・機構：処分事業は当初の計画より延長されている。
　・市民：しかし処分事業とは関係ない。
　・機構：処分事業があって研究がある。処分事業計画に合わせてやっている。
　・市民：処分事業にあわせるとは、意味が分からない。
　・機構：前もってタイムリーに提供する。
　・市民：研究所計画を申し入れた時には、処分と切り離して、白紙の状態で来たはずだ。
　・機構：ここが処分場になるということとは別だ。
　・機構：成果は処分事業を意識して行う。
　・機構：平成７年にはNUMOが無くて、途中でできた。そのタイミングで研究の中身を。
　・市民：はじめは水と岩の研究なので、処分とは関係ないと言っていた。
　・機構：ここは研究所だから、処分場になることとは関係ない。
　・機構：研究所の成果は処分事業に反映させる。
　・市民：NUMOができたら、計画は変わる等とは、住民に説明したことはない。
　・機構：NUMOができたので、具体的な調査内容が明確なった。
　・市民：それは機構の言い分。住民や県には通用しない。県や自治体にそれを含めて説明したと責任を持って言えるか。
　・機構：しました。地層科学研究の成果は当然処分事業に反映されると。
　・市民：反映させるのは分かっている。ただ、処分実施主体ができたら、そのニーズを念頭に置いてすると説明したのか。
　そういうことではなく、処分事業に先駆けて研究しなければならないと説明した。
　・機構：今でも、前もってやっている。間にあうようにやっている。
　・市民：この問題についてはも別の場で改めて話しあいをする。
　・市民：20年と言っていたのは騙したのか。
　・機構：20年で終わるかどうか分からない。研究は必要だ。
　・市民：いろいろな条件で変わってしまうのか。例えば国の処分事業が遅れるとしたら
　・機構：わからない。
　・市民：20年というのは何だったのか。
　・機構：20年というのは計画だ。変わるときがあったら、皆さんに説明する。
　・市民：今年度の計画は20m掘るだけなのか。本来の1000m掘るならどんどん掘っていくはずだ。
　・市民：今年はボーリングなどを中心に研究の期間ということだ。
　・市民：それははじめからストーリーにあったのか、外的要因か。
　・機構：予算削減が結構きつい。
　・市民：あなた方の答弁は一般の人には理解できない。
　・市民：原子力ムラの言葉で社会では通じない。
   北海道の下川鉱山、岩手の釜石鉱山でも、約束守って調査を終了した。研究所についても、約束を守って欲しいというのが私たちの願いだ。
　・市民：地元としてはいつまでここにいるのか、形があるということが心配なのだ。20年で終わって埋め戻せば１つの指針になる。それが分からないということは、不安が残る。
　・機構：研究開発として出さなければならない成果もあるので、切れてしまうと言うことではなく達成するまで。
　・市民：だから今年1年で20m掘って、20年も先も分からないというのは理解できない。
　・市民：予算が無いという割にはどんどん観光化している。
　・市民：仕分けで削減されたのは1割程度、それで20mしか掘らない、という議論にはならない。
　・市民：研究所というのはPR館という意味合いが強いのではないか。見学会があり、穴を掘るより、見る人を集めた方が、良いのではないか。
　・機構：地域の方々に少しでも理解を深めてもらうという意味合で、掘削もそんなに進んでいないので、いろんな方に地下を観ていただいて、我々の研究を知ってもらうと意味で見学会をやっている。PR館にしようか観光目的にしようという意味でやっているのではない。
　・市民：研究所が移転する前の平成13年までは、研究期間２０年という年次表が出ていた。ところが移転した平成14年1月（平成13年度）の研究事業計画に、小さな年次表が付けられた。その後は研究所の事業説明には研究所の年次表は記載されていない。平成14年度からはその年度の「主な現場作業スケジュール」しか出していない。研究所計画が20年であるという年次表が吹き飛んでいる。
  一方、東濃地科学センターの業務の概要には研究所の年次表がある。
　ところが平成20年度は東濃地科学センターの業務の概要からも、研究所の年次表を削除した。年次表が無くなった。研究所の今年度の作業計画はあっても、研究所の20年間という年次表がない。年次表くらいは入れられるだろう。なぜ年次表を外したのか。
　こういうことを積み重ねて不信感を抱かせている。質問の中に入ってはいないが、是非研究所計画の年次表をいれるべきだ。要望する。①から⑤まで個別に答えるよう求める。

	  ３．研究の現状と反映先の全体像について

　現在、研究所が研究所計画のどの段階にあるかは、事業説明に明記されています。一方、研究の反映先の全体像と現状の研究内容を具体的に対比させながら、事業内容を説明したことはありません。

　研究の反映先の全体像と現状の研究内容を具体的に対比させながら、事業内容を説明することは研究機関としての説明責任をはたすと同時に、県民の信頼を得るためにも不可欠と考えますが、いかがですか。


・市民：先ほど答弁で、処分に反映させるために研究をしていると言った。だから具体的に書くことはできるだろう。研究所の計画段階については第３段階にはいると書いている。しかし平成２１年度の東濃地科学センターの情報・意見交換会の資料にこの表（p.3参照）を出した。今研究所では何をやっていて、それは処分事業の何に相当するのかが、分かりやすく書いている。
　・機構：反映先の全体像とはどういうイメージか。
　・市民：NUMOの表現を使うと、精密調査地域では地上からの調査、地下の施設での測定や試験もある。その中の今は地下でやる調査。
　・機構：今研究所でやっているのは、精密段階の調査で地上で調査して、その後坑道を掘って地下の特性調査施設を行う。今、第一段階の中間調査を終えて、妥当性の確認をしている。その成果はNUMOの精密段階の調査の地表から調査に反映させる。
　・市民：それを事業計画に書くべきだ。
　・機構：我々は中期計画に書いている。
　・市民：それは読んでいる。そういうことでいない。
　・機構：どういうことなのか。
　・市民：報告書、計画書に書いてあると言うことではない。私たちが問題にしているのは、今日の質問のタイトルにあるように、「研究所および東濃地科学センターの事業計画や事業報告」に入れるべきだと言っている。
　・機構：そうですか。
　・市民：具体的に精密調査での第一段階の・・というように、書き込むこと。
　・機構：目的を明確に書くようにということか。
　・市民：NUMOの事業と関連づけを書くように。
　・機構：NUMOだけでなく安全規制についても、 書く。
　・機構：大前提なんですが、それを敢えて具体的に書くいうのは、何が必要かというか、何か懸念があると言うことか。
　・市民：当たり前のことだから、当たり前に書くべきだ。
　・市民：ここでやっていることがNUMOの意向を含めた、
　・機構：NUMOだけではない。
　・市民：（NUMOだけではないというなら）それらの意向も含めて、そのタイミング等もあわせて、分かる書き方を求める。
　・機構：少し難しくなっている原因が、NUMOは具体的に事業の進め方は分かっている。規制する側がどういう成果が必要かを今議論している段階で、具体的にこの安全規制はこの段階のこれに対応するというのは、いいにくいところがある。
　・市民：それなら、安全規制については段階ごとの対応先がまだ、未定。決まった時点で明記するとし、とりあえず決まっているNUMOについて書くこと。
　・機構：安全規制については検討を踏まえて、記入すると書くなどするのか。
　・市民：当たり前の前提を当たり前に書くことだ。
　・機構：「精密段階の調査で地上で調査して、その後坑道を掘って地下の特性調査施設を行う。今、第一段階の中間調査を終えて、妥当性の確認をしている。」という趣旨の内容でよいか。
　・市民：ひとまず書いて、地元の説明会でも、その話をするよう求める。その書き方によって改めて要請するかも知れない。　

	４．地層処分研究開発部門長のウェブ挨拶について

地層処分研究開発部門長の「挨拶」にある下線部分は、瑞浪と幌延の施設では行わない約束です。

　①「挨拶」にあることが計画されているのか否かお答えください。

　②「および土岐市」とは東濃ウラン鉱山か、あるいは新たな施設計画の有無か明らかにしてください。

現在、北海道幌延町、岐阜県瑞浪市および土岐市、茨城県東海村において、それぞれ深地層の研究施設や地上の研究施設等で研究開発を進めています。これらの施設では、実際の地下の環境や地上施設では実際の放射性物質を用いた試験でこれまでの技術を確かめるとともに最新の成果で地層処分が将来にわたって安全に実施できることを確信をもって示すことができると考えております。（別添ウェブ）




　・市民：東濃地科学センターとは離れるが、部門長に確認して欲しいことだ。挨拶の下線部について
 　・機構：文書の区切りの問題だ。どこで切るかだ。
　・市民：大変好意的に取れば、東海村の地上施設では放射性物質を使うが、幌延と瑞浪では使わない、それが適切に表現されていないと言うことかと思う。
　・機構：間違っていない。
市民：部門長の挨拶がチェックをすり抜けて、ウェブにある。活字になっている。機構でチェックすべきだ。
　・機構：間違ってはいない。
　・市民：これらの施設とは、幌延、瑞浪、東海を指す。実際の地下の環境や地上施設では
　・機構：誤解しないだろう？
　・市民：この表現は誤解を招く。
　・市民：誤解のないように書かなければならない。
　・市民：瑞浪では２０年と言っていた研究所計画が、あれは「計画だ」、２０年というのも「分かりません」という世界だ。
　・市民：表現が間違っていたら、間違っていたと、訂正し、その理由を書くべきだ。
　・市民：土岐市とは何があるのか？
　・機構：土岐市は地上施設で東濃地科学センターがある。東濃地科学センターは研究拠点で、ペレトロンがある。
　・市民：ペレトロンは年代測定だが、東濃地科学センターとはどう関わるのか。
　・機構：長期安定性の部分だ。
　・市民：ペレトロンが研究所に直接関わってくるのか。
　・機構：直接には関わってこない。
　・市民：部門長が挨拶で言っているのは、深地層の研究施設の話をしている、おかしいのではないか。
　・機構：ペレトロンは地上施設なので・・・・。
　・市民：この部分は地下の研究施設について書いている。そうであれば地上の研究施設と地下の研究施設というように、別々に書き分けるべきだ。
　・機構：そういう話ではない。一般論だ。
　・市民：幌延も瑞浪も地下研究施設だ。協定書に瑞浪市と土岐市が入っているので、研究の中身を知らないまま「土岐市」を入れたのではないか。
　・機構：「地上の施設等」にペレトロンが入る。
　・市民：この文書を修正しないと、誤解を招く。経過を知らない人は、間違って解釈する。
　・市民：研究所というのはどこまでを指すのか。
　・機構：正馬様、広域地下水流動研究、研究所を含めて東濃地科学センターの研究だ。
　・市民：そうではない。研究所の定義について聞いている。研究所があって付帯設備があって、広域地下水流動の研究があって研究所だと判断している。
　・機構：そうではない。研究所はこの用地だ。
　・市民：機構は研究所の範囲について、ある時は広く、ある時は狭く言っている。ペレトロンに対する機構の考え方は、我々の考えの方とは意見がかみあっていない。注釈を含めた文書で返すように求める。
　・市民：20年という計画の時期の問題は研究者として言いにくい面があるのかも知れないが、いつまで、どういう状態で、研究することかと言うことが見えない状態なのか。
　・機構：現実そうだ。
　・市民：5年でデータが得られないということがあるのではないか。5年後にデータを取ろうと思ったら取れないが、毎年取ったデータを毎年ごとに成果をまとめて報告書なりにして。
　・市民：高レベル放射性廃棄物の処分には長い安全性が求められる。例えば5年だけのデータで良いのか。
　・機構：5年間かけて研究をやった方が良いということだと思うが。
　・市民：そうではない。１万年安全性を保証するのに、5年間だけのデータだけで良いのか。このようなデータの取り方で良いのかと言うこと。もっと長い時間が必要であろう。20年言っていたが、（中期計画で）5年ごとに次々と延長し、20年どころか、50年それよりもっと続くのではないかと思う。だから、終わりを明確にすべきだ。20年と言ったのは機構だ。言葉を守るべきだ。
　・市民：守れなければ守れない理由と環境がどうなっているかと言うことを説明すべきだ。いつまでかかるか「言えない」では困る。
　公称20年と言いながらいつになったら終わるかと聞くと、「分からない」では、答えになっていない。言えないなら、言えない理由を説明すべきだ。
　・市民：20年と言っていた研究期間について、研究所の事業説明から計画表を除き、数年後に東濃地科学センターの事業説明から除き、今は（20年間の年次表）はない。
　・市民：1000mの掘削計画の絵も、（昨年から）掘削深度をわかりにくくした図を付けている。
　・機構：どこを強調するかで図は使い分ける。
　・市民：しかし、掘削深度の短い絵を出してくるのは、最近だ。
　・機構：別のページでは1000mの図も出している。
　・市民：必ず1000mまで掘るのか。
　・機構：それは言えない。
　・市民：20年というのも、「言えない」、1000mも言えないなら、最初から言うな。
　・機構：研究としては1000mまでいきたい。
　・市民：だから、信頼が得られない。
　・機構：やる意義もあるが内部調整でどうなるかわからない。予算や研究開発のニーズもある。いろいろの状況を踏まえて判断する。
　・市民：最初に入ってくるとき、そういうことは何も言っていない。
　・機構：その時は、独立行政法人でもないし、排水処理の問題もなかった。
　・市民：第一段階で、地上から十分調べて、さらにシミュレーションして、これくらい（の排水量）だと予想した。その上で掘った。それを踏まえての掘削した。にも関わらず排水処理の議論を持ち出すのはおかしい。研究の結果とずれていることで、研究がそもそもおかしいことになる。
　・市民：（平成13年の移転問題が起こったとき）移転しても大丈夫、研究期間のズレもないと東濃地科学センターの所長が発言したではないか。
　・市民：我々に説明したことと変わってきている。建前と本音の部分の差が広がってきている。開きを埋め合わせる努力をしないで、
20年と言い続けている。
　・機構：第3期の中期計画策定時には方向が見えてくる。その時はご説明をする。今の段階ではいつまでとは言えない。時期が来たら。
　・機構：いつ何をしなくてはいけないという改訂版を作っている。
　・市民：事業には継続性、金、人等が関わる。
　・機構：こういう目的でこういう成果を出すために、こういう研究をどこでするという計画書を作っている。研究の計画を公開する。
　・機構：改訂版は移転したとき、今回第二次中期計画をたて、300mの坑道で研究することになったので、改訂版を出す。
　・市民：何年間くらいの計画なのか。
　・機構：研究計画は示すが、期間は不明。
　・ここで、実質的な質疑終了。
　・市民：原子力を題材にしたドキュメンタリー映画を見たことはあるか。
　六ヶ所村の再処理工場の六ヶ所村に住む人たちを取材したドキュメンタリー映画「六ヶ所村ラプソディー」や28年前から上関原発と闘っている祝島の人たちを取材したドキュメンタリー映画「ミツバチの羽音と地球の回転」を見たことはあるか？
　皆さんは原子力開発を良しとしなければ、仕事はできないかも知れないが、大きな権力と闘ってなんとか自分たちの住む地域を守ろうとしている作品である。皆さんに是非見て欲しい作品だ。市民、「ミツバチの羽音と地球の回転」チラシを機構に回覧。
　・市民：問い合わせ
　「深地層における研究　－超深地層研究所計画－」（平成11年12月パンフレットP.3）の「深地層における研究のスケジュール」にある「月面都市建設研究」が明記されている。この研究について、東濃地科学センターは自治体からどのように聞いているか、教えて欲しい。
・市民：質問書の1から4まで、文書にて回答を求める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　質疑終了。


